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ガバナンスとコンプライアンス
フィリピン駐在11年になるが、ガバナンス

の問題は取り扱い事案の多くを占める。ガバナ

ンスとは管理体制の構築である。コンプライア

ンスとは法令・規範遵守で、リスク管理体制と

共にガバナンスの重要要素となる。

コンプライアンス体制の構築手順

①リスクの洗い出し
②優先順位付け
③優先順位にしたがった体制構築

労働法違反、ハラスメント、情報漏
ろうえい

洩、贈収賄、

競争法違反など、広範なコンプライアンス違反

に限られたリソースで対応するには、発生確率

が高く、インパクト（起きたときのダメージ）が

大きいリスクから優先する。同時に最新法令の

キャッチアップや、現状把握、社内規程整備（発

生時の対応手順等）、社内研修、チェックリスト

等も欠かせない。

フィリピンにおけるガバナンスの課題は、特有

の文化的背景や日本企業の運営方法に起因する。

具体的には、下記の３点が挙げられる。

＊ 人間関係重視（忖
そんたく
度、ルールより円滑な関係）

→ 低いコンプライアンス意識、受けた恩を忘れず
に返す道徳観が、贈収賄の文化へと結びつく
　 なんでも Facebook に投稿する傾向があり、
情報管理に問題が生じやすい

＊ 縦割り社会かつ上下関係が厳格
→ 問題が顕在化しにくい
　業務のブラックボックス化
　（権限の抱え込み、横連携や可視化が苦手）

＊ 任期３～５年の日本人管理者による監督の難しさ
→ 本社の支援がなければ、問題が放置されやすい
　 「見て見ぬふり」をするインセンティブ
　 （ガバナンス問題に取り組むよりは、本業で
業績を上げたい）

組織運営、労務、コンプライアンスの問題
a. 組織運営、b. 労務ともフィリピン特有の留

意点があり、c. コンプライアンス関係は最新の

法制度と関連するため確認が必要となる。

a．組織運営
•   アンチダミー法：フィリピン人から名義を借り
てダミーとして利用する行為を罰する法律で、

通報制度による潜在的リスクが非常に高い。

•  BOTD（Beneficial Ownership Transparency 
Declaration）フォーム：法人の実質的支配者
に関する情報の開示を厳格に義務付けてい

る。

•  SEC（証券取引委員会）への報告書等提出：
GIS（一般情報シート）・AFS（監査済財務諸

表）、期限

•  業規制：必要な許認可・業規制の遵守
b. 労務
•   解雇規制：フィリピン労働法は労働者保護に

フィリピンにおける「ガバナンスの課題と対応」と「人材マネジメント」について、現地から専門家が解説した。
（５月15日開催、「第 121 回 国際人事部会」から抜粋）

アジア現地法人の企業価値向上について（フィリピン）
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